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「広域地方計画区域のあり方について」（抄） 

平成 18 年 6 月 21 日 

国土審議会圏域部会 

はじめに 

⑷ 道州制との関係について 
広域地方計画区域の検討に際して、現在政府内外において議論がなされている道州制との

関係を以下のとおり整理した。 
 
広域地方計画区域は、国土形成計画策定のための区域、すなわち、現行の都道府県制度を

前提に、国・地方公共団体・経済界等の関係者が当該区域の国土形成に関する方針・目標を

共有化した上で、相互に協力・調整しながら必要な施策を明確化することにより、都道府県

境を超えた広域的課題に対応した国土政策を計画的に実施していくことをねらいとするも

のである。 
 
これに対し、道州制の議論は、国と基礎自治体の中間に位置する広域自治体のあり方を見

直すことにより、国と地方公共団体双方の政府のあり方を再構築するものと理解される。 
 
また、広域地方計画は 10～15 年程度を想定した計画であり、その区域については、国土

を取り巻く情勢の変化に応じて必要な場合には適切に見直しがなされるべきものである。 
 
これに対し、道州制は、現行の都道府県制度が法的地位の変容を経ながらも約 120 年の

長きにわたってその構成と区域を維持してきたことにもみられるように、今後の長期を見据

えた我が国の中央・地方を通じた政府のあり方や地方自治制度の根幹を構築するものと理解

される。 
 
以上のとおり、広域地方計画区域と道州制とは、目的や時間的視野など制度を異にするも

のである。なお、広域地方計画は広域的な課題に対応するものであることから、将来、道州

制が導入された場合においては、計画の策定上必要であれば広域地方計画区域も適切に見直

されるべきものと考える。 
 
 

１．広域地方計画区域設定の基本原則 

国土形成計画法では第 3 条で、国土形成計画の基本理念として、国土形成計画は、我が

国及び世界における人口、産業その他の社会経済構造の変化に的確に対応し、 
① 特性に応じて自立的に発展する地域社会、 



② 国際競争力の強化及び科学技術の振興等による活力ある経済社会、 
③ 安全が確保された国民生活、 
④ 地球環境の保全にも寄与する豊かな環境、 

の基盤となる国土を形成するよう、適切に定めるものとされている。 
 
また、法第 9 条では、広域地方計画区域について、北海道と沖縄県を除く 45 都府県に

つき、2 以上の都府県の区域1であって、 
⑤ 自然、経済、社会、文化等において密接な関係が相当程度認められる区域、 
⑥ 一体として総合的な国土の形成を推進する必要がある区域、 

として定めるものとされている。 
 
さらに、法第 10 条では、広域地方計画区域ごとに、 

⑦ 広域地方計画及びその実施に関し必要な事項について協議するため、国の関係各地方行

政機関、関係都府県及び関係指定都市（協議により、当該広域地方計画区域内の市町村、

当該広域地方計画区域に隣接する地方公共団体その他広域地方計画の実施に密接な関係

を有する者を加えることができる。）により、広域地方計画協議会を組織する 
こととされている。 
 
これらの規定に基づき、広域地方計画区域を設定するに当たっては、以下を基本原則とし

た。 
 
すなわち、①地域の自立的発展及び②国際競争力の強化 の観点からは、区域として 
ア．産業、経済、人材その他の地域資源について相当程度の多様性を有し、かつ、人口

や経済規模が相当程度以上であり、 
イ．相当程度の都市集積、産業集積、学術・文化集積を有し、 
ウ．国際定期便が就航する空港や外貿コンテナ貨物を取扱う主要港湾など、基幹的な国

際交流基盤が存在し、あるいは今後整備される見込みがあり、 
エ．海洋国家たる日本の特性を生かし、今後飛躍的に発展することが見込まれる東アジ

ア地域との連携を見据えて、日本海と太平洋の両海洋を活用できる状況にあること。 
 
③国民生活の安全確保 の観点からは、 
オ．防災・減災対策や災害時のリダンダンシー確保、 
カ．水資源等の安定的供給、 

                                                  
1 国土形成計画法第 9 条第 1 項では、以下のとおり規定されている。 
・首都圏…埼玉県、東京都、神奈川県その他政令で定める県の区域を一体とした区域 
・近畿圏…京都府、大阪府、兵庫県その他政令で定める県の区域を一体とした区域 
・中部圏…愛知県、三重県その他政令で定める県の区域を一体とした区域 
・その他自然、経済、社会、文化等において密接な関係が相当程度認められる二以上の県の区域であ

って、一体として総合的な国土の形成を推進する必要があるものとして政令で定める区域 



が、また、④地球環境の保全にも寄与する豊かな環境 を確保する観点からは、 
キ．海洋国家、森林国家たる日本として、貴重な資産としての内海や森林等の良好な状

態での次世代への継承、 
が地域間の連携等により実現され得る区域であること。 
 
⑤自然、経済、社会、文化等において密接な関係が相当程度認められる区域であるために

は、 
ク．社会経済活動における強い結びつきがみられ、 
ケ．自然条件（平野、内海、大河川流域、大規模山岳地域等）の共通性や歴史的・文化

的背景の類似性がみられること。 
 
さらに、⑥一体として総合的な国土の形成を推進する必要がある区域 であり、かつ、⑦

国の関係各地方行政機関、関係都府県及び関係指定都市等により、広域地方計画協議会を組

織するためには、 
コ．当該区域において、地域の主体的な取り組みを活かしつつ、一体的な計画策定・実

施が円滑に行われること。 
 
 

２．広域地方計画区域の設定 

⑴ 広域地方計画区域 
各地域の将来を見据え、上述の基本原則を最大限に満たす広域地方計画区域として、以下

の 8 圏域を設定すべきである（別紙 1 参照）。この場合、以下で特記した地域においては、

下記の理由により、合同協議会や分科会等を活用する必要がある（別紙２参照）。 
 

① 東北地方 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県の区域を一体

とした区域 

② 首都圏  茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県の

区域を一体とした区域 

ただし、首都圏 8 都県については、その人口が現状で 4,240 万人に達するなど、他

の区域と比較して規模が大きく、また、北関東地域 3 県は、その規模や都市・産業集

積等の現状からみて、相当の発展ポテンシャルを有している。 
こうしたことから、北関東地域においては、東京指向の発想から脱却し、相互の連携

を一層強化しつつ、文化機能、情報発信機能等の一層の充実、広域物流体系や国際観光

ルートの構築を図ること等により、ポテンシャルを活かした地域の自立的発展を目指す

べきであり、首都圏の広域地方計画協議会に北関東地域の分科会を設置して対応を進め

ることが必要である。 
また、東北地方の福島県、新潟県は首都圏とも密接な関係がみられ、この 2 県と北



関東地域 3 県のあわせて 5 県は、これまでも既存ブロックに跨る課題等に対応するた

め、ブロックを超える広域連携の取り組みを進めてきており、今後の交通基盤整備の進

展等により新たな発展が期待できる地域である。 
このため、東北地方広域地方計画及び首都圏広域地方計画の策定・実施のプロセスの

中で、上記の分科会を活用すること等により、東北地方と首都圏に跨る 5 県の地域が、

日本海と太平洋の両海洋の活用等も含め当該地域の特性に応じた発展構想等を描き、そ

の内容を東北地方広域地方計画及び首都圏広域地方計画に各々取り込んでいくことが

必要である。 
 

③ 北陸地方 富山県、石川県、福井県の区域を一体とした区域 

④ 中部圏  長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県の区域を一体とした区域 

ただし、北陸地方 3 県については、その人口や経済の規模が他の区域と比較して小

さく、また、北陸地方と中部圏は、交通基盤整備の進展等により日本海から太平洋にわ

たる地域の一体感が強まりつつある。 
さらに、両区域に共通の課題として、 
・日本海と太平洋の両海洋を活用した広域物流体系や国際観光ルートの構築 
・中部山岳地域における国土の保全・管理の一体的推進 

等を有している。 
このため、北陸地方及び中部圏においては、計画の策定・実施に際して、既存の中部

圏開発整備法の下での取り組みの実績をも活かしつつ、 
ⅰ 各々の広域地方計画協議会の関係構成員からなる合同協議会を設置し、日本海から

太平洋にわたる発展の全体構想とともに、区域に跨る共通課題に関して協議を行い、 
ⅱ この協議に基づき、当該全体構想や共通課題につき各々の広域地方計画の内容とし

て共通に記述し、それぞれの取り組みを進める、 
等の対応が必要である。 

 
⑤ 近畿圏  滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の区域を一体とした 

区域 

 

⑥ 中国地方 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県の区域を一体とした区域 

⑦ 四国地方 徳島県、香川県、愛媛県、高知県の区域を一体とした区域 

ただし、四国地方 4 県については、その人口や経済の規模が他の区域と比較して小

さく、また、中国地方と四国地方は、交通基盤整備の進展等により日本海から太平洋に

わたる地域の一体感が強まりつつある。 
さらに、両区域に共通の課題として、 
・日本海と太平洋の両海洋を活用した広域物流体系や国際観光ルートの構築 
・瀬戸内海における国土の保全・管理の一体的推進 

等を有している。 



このため、中国地方及び四国地方においても、計画の策定・実施に際して、 
ⅰ 各々の広域地方計画協議会の関係構成員からなる合同協議会を設置し、日本海か

ら太平洋にわたる発展の全体構想とともに、区域に跨る共通課題に関して協議を行

い、 
ⅱ この協議に基づき、当該全体構想や共通課題につき各々の広域地方計画の内容と

して共通に記述し、それぞれの取り組みを進める、 
等の対応が必要である。 

 
⑧ 九州地方 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県の区域を一

体とした区域 

 
⑵ 各広域地方計画区域の概要 

先述の基本原則との関係からみた各広域地方計画区域の概要は以下のとおり（別紙３参照）。 
 

① 東北地方 

東北地方 7 県は、人口 1,210 万人、GDP41 兆円と欧州の中規模諸国（ベルギー、ス

ウェーデン、スイス等）とほぼ同程度の人口・経済規模を持ち、30 万人以上の都市は仙

台市以下 6 市あり、国際空港や主要外貿コンテナ取扱港湾もそれぞれ複数存在している

など、自立圏域としてのポテンシャルを有している。 
この地域は、人流・物流・通信・居住地移動・進学行動・企業活動といった社会経済活

動において結びつきがみられ、一つのまとまりを形成している。 
また、この地域では、周辺道県も含めた道県境を超える広域連携の取り組み実績も多く

みられる。 
 

② 首都圏 

首都圏 8 都県は、人口 4,240 万人、GDP183 兆円と G7 諸国中のイギリス、フランス

に匹敵する経済規模を持ち、都市・産業・学術・情報・中枢管理の面での巨大な集積や、

我が国随一の国際交流機能を有している。 
北関東地域 3 県に限ってみても、人口 700 万人、GDP27 兆円と中国地方 5 県や欧州

の中規模諸国とほぼ同程度の人口・経済規模であり、30 万人以上の都市 2 市を抱え、工

業集積の面では東京圏（埼玉、千葉、東京、神奈川の 4 都県）、名古屋圏（岐阜、愛知、

三重の 3 県）、関西圏（京都、大阪、兵庫、奈良の 4 府県）に次ぐ集積を有するなど、相

当の自立発展のポテンシャルを持つ地域である。 
社会経済活動面では、全国土ないし日本列島の東半分への東京の影響力が極めて大きい

中で、この 8 都県がとりわけ東京との強い結びつきがみられる。その反面、北関東地域

における相互の繋がりは相対的に弱い状況にある。ただし、近年になって、北関東地域に

おいて周辺県も含めた県境を超える広域連携の取り組みが行われている。 
 



③ 北陸地方 

北陸地方 3 県は、人口は 310 万人に過ぎないが、GDP12 兆円と概ねアイルランドや

タイ、マレーシア並みの経済規模を持ち、複数の 30 万人以上都市と国際空港、主要外貿

コンテナ取扱港湾のいずれも有しているほか、日本海側有数の産業集積を持つなど、小ぶ

りではあるものの国際競争に耐え得る自立発展のポテンシャルを持つ地域である。 
この地域は、社会経済活動や住民意識の面で強い結びつきがみられ、県境を超える広域

連携の取り組み実績もみられるなど、確固たるまとまりを有している。 
 

④ 中部圏 

中部圏 5 県は、人口 1,720 万人、GDP72 兆円と G7 諸国中のカナダに次ぐ経済規模

を有し、大規模な工業集積を抱えているほか、都市・学術集積や国際交流の面で我が国有

数の機能を持つ地域である。 
この地域は、社会経済活動において名古屋を中心に結びつきがみられるほか、周辺県も

含めた県境を超える広域連携の取り組みの実績もある。 
なお、北陸地方 3 県と中部圏 5 県を合わせた地域については、気象条件は日本海側と

太平洋側でかなり異なるものの、人口 2,000 万人強と近畿圏 6 府県に匹敵し、GDP は

84 兆円で近畿圏を超える規模となるなど、北陸・中部両区域の連携を強めることにより

将来への発展ポテンシャルがさらに高まることとなる。 
 

⑤ 近畿圏 

近畿圏 6 府県は、人口 2,000 万人強、GDP79 兆円と G7 諸国中のカナダに次ぐ経済

規模を有し、都市・産業・学術・情報・中枢管理や国際交流といった諸機能の面で首都圏

に次ぐ集積を抱えるほか、長い歴史に培われた特色ある文化を有している。 
この地域は、社会経済活動において大阪を中心に強い結びつきがみられ、一つのまとま

りを形成しているほか、国の地方支分部局の多くがこの 6 府県を管轄区域としている。 
また、この地域では、周辺県も含めた府県境を超える広域連携の取り組み実績も多くみ

られる。 
 

⑥ 中国地方 

中国地方 5 県は、人口 770 万人、GDP28 兆円と欧州の中規模諸国とほぼ同程度の人

口・経済規模を有し、30 万人以上の都市は広島市以下 5 市あり、国際空港や主要外貿コ

ンテナ取扱港湾もそれぞれ複数存在しているなど、自立圏域としてのポテンシャルを有し

ている。 
この地域は、社会経済活動において結びつきがみられ、国の地方支分部局の多くがこの

5 県を管轄区域としているほか、県境を超える広域連携の取り組みの実績もある。 
 

⑦ 四国地方 

四国地方 4 県は、人口は 410 万人に過ぎないが、GDP13 兆円と概ねアイルランドや



タイ、マレーシア並みの経済規模を持ち、複数の 30 万人以上都市、国際空港、主要外貿

コンテナ取扱港湾のいずれも有しているなど、小ぶりではあるものの国際競争に耐え得る

自立発展のポテンシャルを持つ地域である。 
この地域は、社会経済活動において結びつきがみられ、とりわけ住民意識の面で帰属意

識が強いほか、国の地方支分部局の多くがこの 4 県を管轄区域としており、県境を超え

る広域連携の取り組みの実績もある。 
なお、中国地方 5 県と四国地方 4 県を合わせた地域については、気象条件は日本海側、

瀬戸内海側、太平洋側で異なるものの、人口 1,200 万人弱、GDP42 兆円と東北地方 7 県
や九州地方 7 県に匹敵するなど、両区域の連携を強めることにより将来への発展ポテン

シャルがさらに高まることとなる。 
 

⑧ 九州地方 

九州地方 7 県は、人口 1,340 万人、GDP43 兆円と欧州の中規模諸国とほぼ同程度の

人口・経済規模を持ち、30 万人以上の都市は福岡市以下 8 市を有し、国際空港や主要外

貿コンテナ取扱港湾については、福岡空港、博多港、北九州港をはじめ複数抱えるなど、

自立圏域としてのポテンシャルを持つとともに、東アジア諸国等との国際交流・連携も活

発に行われている。 
この地域は、社会経済活動の面で福岡を中心に強い結びつきがみられ、一つのまとまり

を形成しているほか、国の地方支分部局もこの 7 県を管轄区域とするものが多い。 
また、この地域では、県境を超える広域連携の取り組み実績も多くみられる。 

 
 
 
 



 １０

            

別紙１ 

（注）北海道及び沖縄県は、広域地方計画の対象外。 

   ただし、隣接する広域地方計画区域には参加することが可能。 

広 域 地 方 計 画 区 域  

（国土形成計画法第九条第一項に基づき政令で定める区域）
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広域地方計画策定に際しての合同協議会、分科会等の活用

別紙２ 
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国土形成計画の策定に向けた今後の調査審議の進め方について 
 

平成１７年９月７日 

国  土  審  議  会 

 

 

１．当面の調査審議について 

  国土形成計画の策定に関し、当面、以下の点について、調査審議を進める。 

（１）全国計画について、平成１９年中頃までを目途に策定できるよう、全国計画の案の作成

に関して調査審議を行う。その際、全国計画は国土利用計画全国計画と一体のものとして

作成することとされていることから、国土利用計画全国計画の検討と連携をとって進める

ものとする。 

（２）一体として総合的な国土の形成を推進することが必要な地域の区分のあり方について、

調査審議を行い、平成１８年度前半を目途に、その結果をとりまとめる。 

 

２．調査審議体制について 

（１）１．（１）の事項について調査審議を行うため、別紙１（添付略）の設置要綱により、

国土審議会に計画部会を置く。 

（２）１．（２）の事項について調査審議を行うため、別紙２の設置要綱により、国土審議会

に圏域部会を置く。 

（３）調査改革部会については、その任務を終了したのでこれを廃止する。 



 別紙 ２
 

圏域部会設置要綱 

 

平成１７年９月７日 

国 土 審 議 会 決 定 
 
（設置） 
１ 国土審議会令（平成１２年政令第２９８号）第３条第１項の規定に基づき、国土

審議会（以下「審議会」という。）に圏域部会（以下「部会」という。）を置く。 
 

（任務） 
２ 部会は、一体として総合的な国土の形成を推進することが必要な地域の区分のあ

り方について調査審議し、その結果を審議会に報告する。 
 

（庶務） 

３ 部会の庶務は、国土交通省国土計画局総務課において処理する。 

 

（雑則） 

４ この要綱に定めるもののほか、議事の手続その他部会の運営に関し必要な事項は、

部会長が定める。 

 

（附則） 
 この要綱は平成１７年９月７日から施行する。 
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国土審議会圏域部会委員名簿 

平成 18年 6月 21日現在 
 
 
（五十音順） 
  ○ 石 原 信 雄   ㈶地方自治研究機構理事長 
 
    川 勝 平 太   国際日本文化研究センター教授 
 
    見 城 美枝子   青森大学社会学部教授 
 
    佐 藤 安 弘   麒麟麦酒㈱相談役 
 
    関 川 夏 央   作家 
 
    中 村 胤 夫   日本百貨店協会会長、㈱三越相談役 
 
  ◎ 中 村 英 夫   武蔵工業大学学長 
 
    平 野 啓 子   語り部、テレビキャスター 
 
    御 厨   貴   東京大学先端科学技術研究センター教授 
 
    矢 田 俊 文   北九州市立大学学長 
 
    山 岸 秀 雄   ＮＰＯサポートセンター理事長 
 
 
    （◎：部会長  ○：部会長代理） 



 - 4 -

 

国土審議会圏域部会の検討経緯 

 
 
 
平成 17 年 10 月 14 日  第１回圏域部会 

・国土形成計画の策定について 
・広域地方計画区域を設定する上で考慮すべき視点について 
・今後の検討スケジュールについて 

 
平成 17 年 11 月 7 日  第２圏域部会 

・社会、経済、自然、歴史・文化の観点からみた国土区分について 
・各分野の有識者からの意見聴取 

 
平成 17 年 12 月 2 日  第３回圏域部会 

・広域地方計画区域についての都道府県、政令市、経済団体の考え方 
・今後の検討の進め方について 

 
平成 18 年 1 月 18 日  第４圏域部会 

・広域地方計画区域についての住民アンケート調査結果について（報告） 
・広域地方計画区域を設定する目的、原則、視点及びそれに基づく区域に係る論点について 

 
平成 18 年 1 月 30 日  第５回圏域部会、第６回計画部会合同会議 

・計画部会におけるこれまでの検討状況について 
・圏域部会におけるこれまでの検討状況について 
・全国計画の課題及びその観点からみた広域地方計画区域のあり方について 

 
平成 18 年 3 月 3 日  第６回圏域部会 

・広域地方計画区域検討案について 
・地方公共団体、経済団体からの意見聴取方法について 

 
平成 18 年 4 月 19 日  第７回圏域部会 

・地方公共団体、経済団体からの意見聴取結果について 
 
平成 18 年 6 月 21 日  第８回圏域部会 

・第７回圏域部会での議論を踏まえた地方公共団体、経済団体からの意見等について 
・圏域部会報告（案）について 
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国土形成計画法（昭和 25 年法律第 205 号） 
 

最終改正 平成 17 年法律第 89 号 

 

目次 

 第一章 総則（第一条―第三条） 

 第二章 国土審議会の調査審議等（第四条・第五条） 

 第三章 国土形成計画の策定（第六条―第十二条） 

 第四章 国土形成計画の実施（第十三条・第十四条） 

 第五章 補則（第十五条・第十六条） 

 附則 

    

   第一章 総則 

 （目的） 

第一条 この法律は、国土の自然的条件を考慮して、経済、社会、文化等に関する施策の総

合的見地から国土の利用、整備及び保全を推進するため、国土形成計画の策定その他の措

置を講ずることにより、国土利用計画法（昭和四十九年法律第九十二号）による措置と相

まつて、現在及び将来の国民が安心して豊かな生活を営むことができる経済社会の実現に

寄与することを目的とする。 

 （国土形成計画） 

第二条 この法律において「国土形成計画」とは、国土の利用、整備及び保全（以下「国土

の形成」という。）を推進するための総合的かつ基本的な計画で、次に掲げる事項に関する

ものをいう。 

  一 土地、水その他の国土資源の利用及び保全に関する事項 

 二 海域の利用及び保全（排他的経済水域及び大陸棚に関する法律（平成八年法律第七十

四号）第一条第一項の排他的経済水域又は同法第二条の大陸棚における同法第三条第一

項第一号から第三号までに規定する行為を含む。）に関する事項 

 三 震災、水害、風害その他の災害の防除及び軽減に関する事項 

 四 都市及び農山漁村の規模及び配置の調整並びに整備に関する事項 

 五 産業の適正な立地に関する事項 

 六 交通施設、情報通信施設、科学技術に係る研究施設その他の重要な公共的施設の利用、

整備及び保全に関する事項 

 七 文化、厚生及び観光に関する資源の保護並びに施設の利用及び整備に関する事項 

 八 国土における良好な環境の創出その他の環境の保全及び良好な景観の形成に関する事

項 

２ 前項の国土形成計画は、第六条第二項に規定する全国計画及び第九条第二項に規定する

広域地方計画とする。 

 （国土形成計画の基本理念） 

第三条 国土形成計画は、我が国及び世界における人口、産業その他の社会経済構造の変化

に的確に対応し、その特性に応じて自立的に発展する地域社会、国際競争力の強化及び科

学技術の振興等による活力ある経済社会、安全が確保された国民生活並びに地球環境の保

全にも寄与する豊かな環境の基盤となる国土を実現するよう、我が国の自然的、経済的、

社会的及び文化的諸条件を維持向上させる国土の形成に関する施策を、当該施策に係る国
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内外の連携の確保に配意しつつ、適切に定めるものとする。 

２ 国土形成計画は、総合的な国土の形成に関する施策の実施に関し、地方公共団体の主体

的な取組を尊重しつつ、全国的な規模で又は全国的な視点に立つて行わなければならない

施策の実施その他の国が本来果たすべき役割を踏まえ、国の責務が全うされることとなる

よう定めるものとする。 

    

   第二章 国土審議会の調査審議等 

 （国土審議会の調査審議等） 

第四条 国土審議会は、国土形成計画及びその実施に関し必要な事項について調査審議し、

その結果を国土交通大臣に報告し、又は勧告する。 

２ 国土審議会は、国土形成計画について必要があると認める場合においては、国土交通大

臣を通じて、関係各行政機関の長に対し、意見を申し出ることができる。 

３ 関係各行政機関の長は、その所掌事務に係る基本的な計画で国土形成計画と密接な関係

を有するものについて、国土審議会の意見を聴くことができる。 

 （要旨の公表） 

第五条 国土審議会は、この法律の規定により調査審議した結果について必要があると認め

る場合においては、その要旨を公表するものとする。 

    

   第三章 国土形成計画の策定 

 （全国計画） 

第六条 国は、総合的な国土の形成に関する施策の指針となるべきものとして、全国の区域

について、国土形成計画を定めるものとする。 

２ 前項の国土形成計画（以下「全国計画」という。）には、次に掲げる事項を定めるものと

する。 

 一 国土の形成に関する基本的な方針 

 二 国土の形成に関する目標 

 三 前号の目標を達成するために全国的な見地から必要と認められる基本的な施策に関す

る事項 

３ 全国計画は、環境の保全に関する国の基本的な計画との調和が保たれたものでなければ

ならない。 

４ 国土交通大臣は、全国計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

５ 国土交通大臣は、前項の規定により全国計画の案を作成しようとするときは、あらかじ

め、国土交通省令で定めるところにより、国民の意見を反映させるために必要な措置を講

ずるとともに、環境大臣その他関係行政機関の長に協議し、都道府県及び指定都市（地方

自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市をいう。

以下同じ。）の意見を聴き、並びに国土審議会の調査審議を経なければならない。 

６ 国土交通大臣は、全国計画について第四項の閣議の決定があつたときは、遅滞なく、こ

れを公表するものとする。 

７ 全国計画は、国土利用計画法第四条の全国の区域について定める国土の利用に関する計

画と一体のものとして定めなければならない。 

８ 第四項から前項までの規定は、全国計画の変更について準用する。 

 （全国計画に係る政策の評価） 

第七条 国土交通大臣は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成十三年法律第八十
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六号）第六条第一項の基本計画を定めるときは、同条第二項第六号の政策として、全国計

画を定めなければならない。 

２ 国土交通大臣は、前条第六項（同条第八項において準用する場合を含む。）の規定による

公表の日から二年を経過した日以後、行政機関が行う政策の評価に関する法律第七条第一

項の実施計画を初めて定めるときは、同条第二項第一号の政策として、全国計画を定めな

ければならない。 

 （全国計画に係る提案等） 

第八条 都道府県又は指定都市は、単独で又は共同して、国土交通大臣に対し、当該都道府

県又は指定都市の区域内における第二条第一項各号に掲げる事項に関する施策の効果を一

層高めるために必要な全国計画の案（全国計画の変更の案を含む。以下この条において同

じ。）を作成することを提案することができる。この場合においては、当該提案に係る全国

計画の案の素案を添えなければならない。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定による提案（以下この条において「計画提案」という。）が

行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえた全国計画の案（計画提案に係る全国

計画の案の素案の内容の全部又は一部を実現することとなる全国計画の案をいう。第四項

において同じ。）を作成する必要があるかどうかを判断し、当該全国計画の案を作成する必

要があると認めるときは、その案を作成しなければならない。 

３ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた全国計画の案（計画提案に係る全国計画の案

の素案の内容の一部を実現することとなる全国計画の案をいう。）を作成しようとする場合

において、第六条第五項（同条第八項において準用する場合を含む。）の規定により国土審

議会における調査審議を経ようとするときは、当該計画提案に係る全国計画の案の素案を

提出しなければならない。 

４ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた全国計画の案を作成する必要がないと判断し

たときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該計画提案をした都道府県又は指定都市

に通知しなければならない。 

５ 国土交通大臣は、前項の規定による通知をしようとするときは、あらかじめ、国土審議

会に当該計画提案に係る全国計画の案の素案を提出してその意見を聴かなければならない。 

 （広域地方計画） 

第九条 国土交通大臣は、次に掲げる区域（以下「広域地方計画区域」という。）について、

それぞれ国土形成計画を定めるものとする。 

 一 首都圏（埼玉県、東京都、神奈川県その他政令で定める県の区域を一体とした区域を

いう。） 

 二 近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県その他政令で定める県の区域を一体とした区域をい

う。） 

 三 中部圏（愛知県、三重県その他政令で定める県の区域を一体とした区域をいう。） 

 四 その他自然、経済、社会、文化等において密接な関係が相当程度認められる二以上の

県の区域であつて、一体として総合的な国土の形成を推進する必要があるものとして政

令で定める区域 

２ 前項の国土形成計画（以下「広域地方計画」という。）には、全国計画を基本として、次

に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 当該広域地方計画区域における国土の形成に関する方針 

 二 当該広域地方計画区域における国土の形成に関する目標 

 三 当該広域地方計画区域における前号の目標を達成するために一の都府県の区域を超え
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る広域の見地から必要と認められる主要な施策（当該広域地方計画区域における総合的

な国土の形成を推進するため特に必要があると認められる当該広域地方計画区域外にわ

たるものを含む。）に関する事項  

３ 国土交通大臣は、第一項の規定により広域地方計画を定めようとするときは、あらかじ

め、国土交通省令で定めるところにより、国民の意見を反映させるために必要な措置を講

ずるとともに、次条第一項の広域地方計画協議会における協議を経て、関係各行政機関の

長に協議しなければならない。 

４ 国土交通大臣は、広域地方計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものとする。 

５ 前三項の規定は、広域地方計画の変更について準用する。 

 （広域地方計画協議会） 

第十条 広域地方計画及びその実施に関し必要な事項について協議するため、広域地方計画

区域ごとに、政令で定めるところにより、国の関係各地方行政機関、関係都府県及び関係

指定都市（以下この条において「国の地方行政機関等」という。）により、広域地方計画協

議会（以下「協議会」という。）を組織する。 

２ 協議会は、必要があると認めるときは、協議により、当該広域地方計画区域内の市町村

（指定都市を除く。）、当該広域地方計画区域に隣接する地方公共団体その他広域地方計画

の実施に密接な関係を有する者を加えることができる。 

３ 第一項の協議を行うための会議（第六項において「会議」という。）は、次に掲げる者を

もつて構成する。 

 一 国の地方行政機関等の長又はその指名する職員 

 二 前項の規定により加わつた地方公共団体の長又はその指名する職員 

 三 前項の規定により加わつた者（地方公共団体を除く。）の代表者又はその指名する者 

４ 協議会は、必要があると認めるときは、関係各行政機関に対し、資料の提供、意見の表

明、説明その他の協力を求めることができる。 

５ 協議会は、前条第三項（同条第五項において準用する場合を含む。）の規定による協議を

行う場合においては、学識経験を有する者の意見を聴くものとする。 

６ 会議において協議が調つた事項については、協議会の構成員は、その協議の結果を尊重

しなければならない。 

７ 協議会の庶務は、国土交通省において処理する。 

８ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 （広域地方計画に係る提案等） 

第十一条 広域地方計画区域内の市町村（協議会の構成員である市町村を除く。）は、単独で

又は共同して、国土交通大臣に対し、国土交通省令で定めるところにより、都府県を経由

して、当該市町村の区域内における第二条第一項各号に掲げる事項に関する施策の効果を

一層高めるために必要な広域地方計画の策定又は変更をすることを提案することができる。

この場合においては、当該提案に係る広域地方計画の素案を添えなければならない。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定による提案（以下この条において「計画提案」という。）が

行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更（計画

提案に係る広域地方計画の素案の内容の全部又は一部を実現することとなる広域地方計画

の策定又は変更をいう。第四項において同じ。）をする必要があるかどうかを判断し、当該

広域地方計画の策定又は変更をする必要があると認めるときは、その案を作成しなければ

ならない。 

３ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更（計画提案に係
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る広域地方計画の素案の内容の一部を実現することとなる広域地方計画の策定又は変更を

いう。）をしようとする場合において、第九条第三項（同条第五項において準用する場合を

含む。）の規定により協議会における協議を経ようとするときは、当該計画提案に係る広域

地方計画の素案を提出しなければならない。 

４ 国土交通大臣は、当該計画提案を踏まえた広域地方計画の策定又は変更をする必要がな

いと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該計画提案をした市町村に通

知しなければならない。 

５ 国土交通大臣は、前項の規定による通知をしようとするときは、あらかじめ、協議会に

当該計画提案に係る広域地方計画の素案を提出してその意見を聴かなければならない。 

 （調査の調整） 

第十二条 国土交通大臣は、関係各行政機関の長が国土形成計画に関して行う調査について

必要な調整を行い、当該各行政機関の長に対し、調査の結果について報告を求めることが

できる。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定による調整を行う場合において、必要があると認めるとき

は、関係各行政機関の長の意見を聴いて、特に調査すべき地域を指定することができる。  

    

   第四章 国土形成計画の実施 

 （広域地方計画に関する調整） 

第十三条 広域地方計画が定められた広域地方計画区域内の都府県又は市町村は、当該広域

地方計画を実施する上で必要があると認める場合においては、単独で又は共同して、国土

交通大臣に対し、関係各行政機関の事務の調整を行うことを要請することができる。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定による要請があつた場合において、必要があると認めると

きは、国土審議会の意見を聴いて、必要な調整を行うものとする。 

 （国土形成計画の実施に関する勧告） 

第十四条 国土交通大臣は、国土形成計画の実施について調整を行うため必要があると認め

る場合においては、関係各行政機関の長に対し、必要な勧告をすることができる。 

   第五章 補則 

 （沖縄振興計画との調整） 

第十五条 沖縄振興計画と国土形成計画との調整は、国土交通大臣が内閣総理大臣と国土審

議会の意見を聴いて行うものとする。 

 （政令への委任） 

第十六条 この法律の実施のための手続その他その執行について必要な事項は、政令で定め

る。 

 

   附 則 〔抄〕 

１ この法律は、昭和二十五年六月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成十七年法律第八十九号） 〔抄〕 

 （施行期日等） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日

（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、次項及び附則第二十七条の規定は、公

布の日から施行する。 

２ 第一条の規定による改正後の国土形成計画法（以下単に「国土形成計画法」という。）第
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六条第四項の規定による全国計画の案の作成については、国土審議会は、この法律の施行

前においても調査審議することができる。 

３ 国土形成計画法第六条第一項の規定により国土形成計画が定められるまでの間において

は、国土形成計画法第九条から第十一条まで及び第十三条の規定は、適用しない。 

 （国土形成計画法の一部改正に伴う経過措置） 

第二条 施行日以後国土形成計画法第六条第一項の規定により国土形成計画が定められるま

での間においては、この法律の施行の際現に第一条の規定により作成されている全国総合

開発計画を国土形成計画第六条第一項の規定により定められた国土形成計画とみなす。 

２ 前項の規定により国土形成計画法第六条第一項の規定により定められた国土形成計画と

みなされる全国総合開発計画については、国土形成計画法第七条及び第八条の規定は、適

用しない。 

 （政令への委任） 

第二十七条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、

政令で定める。 

 

 

 

 




